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独立行政法人都市再生機構（以下、ＵＲ都市機構）、千葉県八千代市（以下、八千代市）、日本電気株式会社

（以下、ＮＥＣ）、株式会社日立製作所（以下、日立）、ヤマハ発動機株式会社（以下、ヤマハ発動機）は、千

葉県八千代市内のＵＲ賃貸住宅団地を中心とした「健康なまちづくり」に係る包括的な連携・協力に関する覚

書（以下、本覚書）を令和 7年 9月 26日に締結しました。 

本覚書は、ＵＲ賃貸住宅団地を中心とした地域における、住民の健康増進およびまちの活性化を推進するも

のです。具体的に今年度は高津団地（千葉県八千代市）をフィールドに、半年間にわたり、住民の健康増進お

よび地域活性化に資する多様なサービスの実証を行います。学術機関における知見も踏まえながら、外出や社

会参画を促すアプリケーションの提供や小型電動車の地域内運行など多様なサービスの提供を通じ、地域住

民の健康増進およびまちの活性化における効果検証を実施していきます。 

 

■背景 

 ＵＲ都市機構と八千代市は、平成 29年 9月 29日に「ＵＲ賃貸住宅団地を活用したまちづくりに係る包括的

な連携・協力に関する協定」を締結し、ＵＲ賃貸住宅団地を活用したまちづくりに取り組んできました。近年

は、ＵＲ賃貸住宅および周辺住民が高い関心を持つ健康や、運動などのヘルスケア分野を注力テーマに設定し、

新たなサービス・ビジネス共創に向けた検討を民間事業者と進めてきました。※このたび、ヘルスケア分野に

おける取り組みのさらなる発展をめざし、ＵＲ都市機構、八千代市に加え、新たにＮＥＣおよびヤマハ発動機、

日立の３企業が加わり、八千代市内のＵＲ賃貸住宅を中心とした「健康なまちづくり」に関する包括的な連携・

協力に向けた覚書を締結しました。 

 

※ＮＥＣ・日立・ヤマハ発動機は令和６年度より高津団地においてＵＲ都市機構と個別に協議・実証を実施し

ておりましたが、今回の覚書で５者が包括的な連携・協力をする体制を構築していきます。 

 

■取組の内容と各社の役割 

 高津団地をフィールドに住民の健康に資する施策の展開に向け、市域の課題把握を踏まえ、住民が日常的に

気軽に立ち寄りたくなる拠点の整備や、楽しみながら利用できるスマホアプリ、ご高齢者の外出を促す電動モ

ビリティなど、多彩なサービスの実証実験を行います。また、集めたデータをもとに、学術機関や専門家の助

言を受けながら効果を検証し、次年度以降の継続や事業化の実現可能性、他の地域への展開も検討していきま

す。 

 

ＵＲ都市機構、八千代市、ＮＥＣ、日立、ヤマハ発動機が 

「健康なまちづくり」に向け包括的連携・協力に関する覚書を締結 

高津団地を舞台に、健康増進に関するサービス実証 

 



ＵＲ都市機構 本取り組みにおけるプロジェクト総括・コーディネート、課題把握・施策検討・アウトカ

ムの設計、団地内におけるインフラ整備（拠点、住民インターフェイス）、学術機関と連携

した効果把握・分析 

八千代市 関係者との協議、地域の活動組織のコーディネート、各種データの提供等 

ＮＥＣ 地域の課題把握、福祉・健康の施策・枠組みの検討、効果把握・分析 

日立 ウォーキング・外出などの社会参加を通じ健康増進を支援するスマホアプリの提供。目標

歩数の達成やイベント参加に応じてポイントが付与されるインセンティブを通じて、社会

参加率の向上効果を検証 

ヤマハ発動機 外出機会の創出・交通課題への対応双方の観点より、高津団地および周辺地域内の移動手

段としてグリーンスローモビリティを提供 

 

■今後の展望 

今後、ＵＲ都市機構、八千代市、ＮＥＣ、日立、ヤマハ発動機は、各種実証を通じてＵＲ賃貸住宅団地を

中心とした「健康なまちづくり」を進めていきます。各社の専門技術を生かした多様なサービスの提供を契

機に、少子高齢化や地域のつながりの希薄化といった社会課題に取り組み、多世代が安心して暮らせる新た

なコミュニティの形成に向け連携していきます。 

  



 

 

 

本件に関するお問い合わせ 

・ＵＲ都市機構 

- 本取組で推進する各種ウェルビーイング施策・イベント実施に関するお問い合わせ  

東日本賃貸住宅本部千葉エリア経営部 （電話）０４３－２９６－７６５０（担当 赤堀） 

- ＵＲと企業との連携・共創に関するお問い合わせ 

本社ビジネスコミュニケーション部 （電話）０４５－６５０－０４８９（担当 松尾） 

 

・八千代市 健康福祉部長寿支援課 （電話）０４７－４２１―６７３７ 

 

・日本電気株式会社 

  - 本事業に関するお問い合わせ先 

    スマートシティ統括部 sc_pr@cros.jp.nec.com 

 

・株式会社日立製作所 

- 本事業に関するお問い合わせ先 

   公共システム営業統括本部 https://www.hitachi.co.jp/Div/jkk/inquiry/inquiry.html 

 

・ヤマハ発動機株式会社 

- 本事業に関するお問い合わせ先 

共創・新ビジネス開発部 LSM事業推進グループ （電話）０５３７－２１－２５５４ 

 


